
目的

・

基本理念
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責務

市町村の責務 都道府県の責務 国の責務 事業主の責務 国民の責務

内
容

①子どもの健やかな成長のため
に適切な環境が等しく確保される
よう、子ども及びその保護者に必
要な子ども・子育て支援給付及
び地域子ども・子育て支援事業
を総合的かつ計画的に行うこと
②子ども及びその保護者が、確
実に子ども・子育て支援給付を
受け、及び地域子ども・子育て支
援事業その他の子ども・子育て
支援を円滑に利用するために必
要な援助を行うとともに、関係機
関との連絡調整その他の便宜の
提供を行うこと
③子ども及びその保護者が置か
れている環境に応じて、子どもの
保護者の選択に基づき、多様な
施設又は事業者から、良質かつ
適切な教育及び保育その他の子
ども・子育て支援が総合的かつ
効率的に提供されるよう、その提
供体制を確保すること

市町村が行う子ども・子育て支援
給付及び地域子ども・子育て支
援事業が適正かつ円滑に行わ
れるよう、市町村に対する必要な
助言及び適切な援助を行うととも
に、子ども・子育て支援のうち、
特に専門性の高い施策及び各市
町村の区域を超えた広域的な対
応が必要な施策を講じなければ
ならない

市町村が行う子ども・子育て支援
給付及び地域子ども・子育て支
援事業その他この法律に基づく
業務が適正かつ円滑に行われる
よう、市町村及び都道府県と相
互に連携を図りながら、子ども・
子育て支援の提供体制の確保に
関する施策その他の必要な各般
の措置を講じなければならない

事業主は、その雇用する労働者
に係る多様な労働条件の整備そ
の他の労働者の職業生活と家庭
生活との両立が図られるように
するために必要な雇用環境の整
備を行うことにより当該労働者の
子育ての支援に努めるとともに、
国又は地方公共団体が講ずる子
ども・子育て支援に協力しなけれ
ばならない。

国民は、子ども・子育て支援の重
要性に対する関心と理解を深め
るとともに、国又は地方公共団体
が講ずる子ども・子育て支援に
協力しなければならない。

定義

「子ども」

「小学校就学前子ども」

「保護者」 親権を行う者、未成年後見人その他の者で、子どもを現に監護する者をいう

「子ども・子育て支援」

「教育」

子ども・子育て支援給付の種類

子どものための現金給付 妊婦のための支援給付 子どものための教育・保育給付 子育てのための施設等利用給付 乳児等のための支援給付

給
付
内
容

児童手当の支給 妊婦支援給付金の支給 施設型給付費の支給
特例施設型給付費の支給
地域型保育給付費の支給
特例地域型保育給付費の支給

施設等利用費の支給 乳児等支援給付費の支給
特例乳児等支援給付費の支給

支
給
要
件
等

児童手当法の定めるところによ
る

妊婦のための支援給付は、妊婦
であって、日本国内に住所を有
するものに対して行う

市町村は、妊婦給付認定者に対
し、妊婦支援給付金を支給する

妊婦給付認定者の胎児の数に1
を加えた数に5万円を乗じて得た
額とする

次に掲げる小学校就学前子ども
の保護者に対し、その小学校就
学前子どもの特定教育・保育、特
別利用保育、特別利用教育、特
定地域型保育又は特例保育の
利用について行う
①満3歳以上の小学校就学前子
ども（②・③を除く）
②満3歳以上の小学校就学前子
どもであって、保護者の労働又
は疾病その他の内閣府令で定め
る事由により家庭において必要
な保育を受けることが困難である
もの
③満3歳未満の小学校就学前子
どもであって、②の内閣府令で定
める事由により家庭において必
要な保育を受けることが困難で
あるもの

次に掲げる小学校就学前子ども
の保護者に対し、その小学校就
学前子どもの特定子ども・子育て
支援の利用について行う
①満3歳以上の小学校就学前子
ども（②・③を除く）
②満3歳に達する日以後の最初
の3月31日を経過した小学校就
学前子どもであって、内閣府令で
定める事由により家庭において
必要な保育を受けることが困難
であるもの
③満3歳に達する日以後の最初
の3月31日までの間にある小学
校就学前子どもであって、内閣
府令で定める事由により家庭に
おいて必要な保育を受けること
が困難であるもののうち、その保
護者及び当該保護者と同一の世
帯に属する者が市町村民税世帯
非課税者であるもの

乳児等のための支援給付は、支
給対象小学校就学前子どもの保
護者に対し、当該支給対象小学
校就学前子どもの特定乳児等通
園支援の利用について行う

子ども・子育て支援事業計画

1

2

3

子ども・子育て支援法

子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援の内容及び水準は、全ての子どもが健やかに成長するように支援するものであって、良質かつ適切
なものであり、かつ、子どもの保護者の経済的負担の軽減について適切に配慮されたものでなければならない。

子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援は、地域の実情に応じて、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われなければならない。

18歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある者をいう

子どものうち小学校就学の始期に達するまでの者をいう

全ての子どもの健やかな成長のために適切な環境を等しく確保するとともに、子どもを持つことを希望する者が安心して子
どもを生み、育てることができる環境を整備するため、国若しくは地方公共団体又は地域における子育ての支援を行う者
が実施する子ども及び子どもの保護者に対する支援をいう

満3歳以上の小学校就学前子どもに対して義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとして教育基本法に規定する法
律に定める学校において行われる教育をいう

内閣総理大臣は、教育・保育等及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制を整備し、子ども・子育て支援給付並びに地域子ども・子育て支援事業及び
仕事・子育て両立支援事業の円滑な実施の確保その他子ども・子育て支援のための施策を総合的に推進するための基本指針を定めるものとする。

市町村は、基本指針に即して、5年を一期とする市町村子ども・子育て支援事業計画を定めるものとする。

都道府県は、基本指針に即して、5年を一期とする都道府県子ども・子育て支援事業支援計画を定めるものとする

この法律は、我が国における急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化に鑑み、児童福祉法その他の子ども及び子育てに関する
法律による施策と相まって、子ども・子育て支援給付その他の子ども及び子どもを養育している者に必要な支援を行い、もって一人一人の子どもが健や
かに成長し、及び子どもを持つことを希望する者が安心して子どもを生み、育てることができる社会の実現に寄与することを目的とする。

子ども・子育て支援は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下に、家庭、学校、地域、職域その他の社
会のあらゆる分野における全ての構成員が、各々の役割を果たすとともに、相互に協力して行われなければならない。
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